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＜背景、目的＞ 
 対人援助を通して生活支援（人権保障）を専門とする介護福祉士にとって、「コミュニ  
ケーション」の学修は、専門職者としてのスキルを獲得する必然性がある。しかし、今日
の実践現場の利用者（当事者）は超高齢社会とともに「障がい」等も重度化し、コミュニ
ケーションを図ることが非常に難しくなってきている。たとえば、世代が違う学生が実習
や実践現場に直面した際、利用者とのジェネレーションギャップが生じ、如何なるコミュ
ニケーションを展開してよいか戸惑いや困惑が生じているのも事実である。一方、コミュ
ニケーション教育の具体的内容は、厚生労働省が示す教育カリキュラムは基より、現在の
ところ各養成校に一任されている。こうした背景から、本研究は、「コミュニケーション技
術系科目」に焦点をあて、養成校が如何なる授業展開が実施されているのか、アウトライ
ンを実証的に明らかにすることを目的としている。  
＜方法＞ 
全国の介護福祉士養成施設 391 校（2016 年現在）において、コミュニケーション教育担
当教員を対象に、質問紙の郵送法による量的調査を実施し、回収した質問紙の選択肢の回
答から単純集計を行った。また、共同研究者や協力者（教員）とともに、コミュニケーショ
ン教育担当教員の授業展開（事例）について質的検討も実施している。  
＜結果＞ 
質問紙の回収率は 31%（391 通中 122 通回収）であった。質問は 12 問設定し No.1～11
が選択肢、No.12 が記述であり、設問 No.1～11 について単純集計を行った。その結果、コ
ミュニケーション技術系の科目数は、2 科目が 57％と最も多く、科目概要も「コミュニケー
ション技術Ⅰ」（基本）、「コミュニケーション技術Ⅱ」（応用）が占めている。また、授業
内容は、8 割以上が理論系と技術演習系の双方を実施し、形式は「学生同士の実技演習、
教員による授業を行う」が占めていた。さらに、学生の初段階実習前には、8 割以上が「コ
ミュニケーションの基本」レベルまで教授し、最終段階の実習終了後は、「ケーススタディ
（事例検討）、報告、記録等の提出物によるフィードバック」が各 7 割実施されていた。 
＜考察＞ 
 養成校の多くは、コミュニケーションの「基本」と「応用」について実習進度に併せた 
授業を展開し、特に「応用」は、点字、手話、音楽療法、伝統芸能等、養成校独自の取り 
組みが伺える。また、 No.12 の「担当教員が考えるコミュニケーション教育とは何か」に  
ついて、記述のほとんどに「重要、人間関係、必要不可欠、生活、学ぶべきもの」のキー  
ワードが含まれ、コミュニケーション教育を最重要視する傾向が考えられる。  
＜結論＞ 
 本研究では、養成校によるコミュニケーション教育の実態について、調査及び事例検討  
を行った結果、次の 3 点が明らかとなった。第 1 に、コミュニケーションの基本、応用が 
位置づけられ、実習段階に従い教育進度が計られている点である。第 2 に、教育者はコミュ 
ニケーションの重要性や必然性を自覚しつつ、様々な工夫を試行錯誤実施している点であ  
る。第 3 に、コミュニケーション教育は実技や演習を通して、アクティブラーニングや双 
方向授業として効果的側面をもつ点である。但し、学生に対しコミュニケーション教育の  
何が有効的に作用するかについては不明瞭であり、その点が今後の課題である。  
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